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 新    聞    発    表 

 ( 年   次   別   調   査 ) 平成14年９月５日 

  財   務   省 

 

 

 

 「年次別法人企業統計調査」は、我が国の金融・保険業を除く全営利法人の決算計数をとりまとめたものである。 

 当調査結果から平成13年度の企業動向をみると、売上高については、製造業、非製造業とも減収となった。経常利益については、製造業、非製造業とも減

益となった。また、設備投資は、製造業、非製造業とも前年度を下回った。 

 

 

 

 

[参  考]  

 この調査は、金融及び保険業を除く営利法人を対象とした無作為抽出による標本調査(標本法人の調査結果に基づいて対象法人の推計値を算出したもの)である。 

資 本 金 区 分 1,000 万 円 未 満 1,000万円以上１億円未満 １億円以上10億円未満 10 億 円 以 上 合     計 

調 査 対 象 法 人 数 (社) １，３９９，９２３ １，１７５，１４０ ２７，３０１ ５，５５９ ２，６０７，９２３ 

標 本 法 人 数 (社) ５，６０３ ８，６７４ ９，３７２ ５，５５９ ２９，２０８ 

回 答 法 人 数 (社) ４，０４４ ６，８６０ ７，７１３ ５，２７０ ２３，８８７ 

回 答 率 (％) ７２．２ ７９．１ ８２．３ ９４．８ ８１．８ 

連 絡 問 合 先 

財務総合政策研究所 

調査統計部調査統計課 

TEL  3581－4111 

（内線）2226・5325 

直通 3592－8344 

財務省ホームページアドレス 

http://www.mof.go.jp/ 
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１．収益の状況 

(1) 売上高（第１表、第１図） 

 売上高は1,338兆2,065億円で、前年度（1,435兆278億円）を96

兆8,213億円下回り、対前年度増加率（以下「増加率」という）は

△6.7％（前年度3.7％）となった。 

 業種別の増加率をみると、製造業では、出版・印刷、輸送用機

械などで増収となったものの、電気機械、食料品など多くの業種

で減収となったことから、製造業全体では△9.1％（同6.5％）と

なった。 

一方、非製造業では、不動産業などで増収となったものの、サー

ビス業、卸・小売業など多くの業種で減収となったことから、非

製造業全体では前年度比△5.8％（同2.6％）となった。 

 資本金階層別の増加率をみると、資本金1,000万円未満の階層で

は増収となったが、他の階層は減収となった。 

第１表 売 上 高 の 推 移 

(単位:億円､％) 

増加率 増加率 増加率 増加率 増加率

14,674,240 1.3 13,813,377 △ 5.9 13,834,639 0.2 14,350,278 3.7 13,382,065 △ 6.7

4,192,130 2.6 3,864,940 △ 7.8 3,952,553 2.3 4,209,817 6.5 3,828,584 △ 9.1

食 料 品 458,195 11.3 436,774 △ 4.7 488,264 11.8 516,196 5.7 427,092 △17.3

出 版 ・ 印 刷 209,424 6.8 178,118 △14.9 196,770 10.5 171,735 △12.7 196,174 14.2

化 学 354,163 △ 1.9 349,109 △ 1.4 346,421 △ 0.8 374,838 8.2 356,065 △ 5.0

金 属 製 品 217,483 △ 3.6 204,717 △ 5.9 187,868 △ 8.2 228,977 21.9 197,490 △13.8

一 般 機 械 310,542 10.0 266,797 △14.1 264,047 △ 1.0 281,240 6.5 262,320 △ 6.7

電 気 機 械 810,108 5.1 789,259 △ 2.6 822,345 4.2 894,342 8.8 738,542 △17.4

輸 送 用 機 械 473,112 △ 3.7 458,157 △ 3.2 455,608 △ 0.6 467,963 2.7 468,445 0.1

10,482,110 0.8 9,948,436 △ 5.1 9,882,085 △ 0.7 10,140,461 2.6 9,553,482 △ 5.8

建 設 業 1,601,885 △ 5.7 1,519,230 △ 5.2 1,443,674 △ 5.0 1,445,454 0.1 1,393,537 △ 3.6

卸 ・ 小 売 業 5,910,142 1.8 5,424,933 △ 8.2 5,504,607 1.5 5,535,824 0.6 5,276,249 △ 4.7

不 動 産 業 336,723 △ 5.0 330,887 △ 1.7 323,705 △ 2.2 299,054 △ 7.6 318,582 6.5

運 輸 ・ 通 信 業 722,356 △ 3.2 770,603 6.7 685,542 △11.0 764,585 11.5 748,698 △ 2.1

電 気 業 165,037 3.2 159,621 △ 3.3 159,013 △ 0.4 163,702 2.9 160,658 △ 1.9

サ ー ビ ス 業 1,646,223 7.1 1,655,239 0.5 1,675,446 1.2 1,835,464 9.6 1,559,182 △15.1

5,506,755 0.5 5,120,674 △ 7.0 5,072,577 △ 0.9 5,269,673 3.9 5,125,371 △ 2.7

2,098,944 △ 2.5 2,107,070 0.4 2,094,126 △ 0.6 2,167,131 3.5 1,970,251 △ 9.1

5,888,209 11.5 5,539,407 △ 5.9 5,553,486 0.3 5,926,357 6.7 5,265,085 △11.2

1,180,333 △24.9 1,046,226 △11.4 1,114,449 6.5 987,118 △11.4 1,021,358 3.5

10 億 円 以 上

1 億 円 ～ 10 億 円

1,000 万 円 ～ 1 億 円

1,000 万 円 未 満

全 産 業

資 本 金

製 造 業

非 製 造 業

　　　　　　　　 年度
区分

12 139 10 11
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(2) 経常利益（第２表、第２図） 

 経常利益は28兆2,469億円で、前年度（35兆8,660億円）を7兆

6,191億円下回り、増加率は△21.2％(前年度33.2％)となった。 

 業種別の増加率をみると、製造業では、輸送用機械などで増益

となったものの、電気機械、化学など多くの業種で減益となった

ことから、製造業全体では△35.4％（同45.4％）となった。   

一方、非製造業では、不動産業などで増益となったものの、卸・

小売業、建設業など多くの業種で減益となったことから、非製造

業全体では△9.3％（同24.4％）となった。 

 資本金階層別の増加率をみると、資本金1,000万円未満の階層で

は増益となったが、他の階層は減益となった。 

 

 

第２表 経 常 利 益 の 推 移 

(単位:億円､％) 

 

(参考) 営 業 利 益 の 推 移 

(単位:億円､％) 

増加率 増加率 増加率 増加率 増加率

278,058 0.1 211,642 △ 23.9 269,233 27.2 358,660 33.2 282,469 △ 21.2

137,475 △ 0.4 90,442 △ 34.2 112,966 24.9 164,259 45.4 106,166 △ 35.4

食 料 品 9,276 △ 17.8 12,391 33.6 17,699 42.8 15,714 △ 11.2 12,635 △ 19.6

出 版 ・ 印 刷 6,655 △106.0 5,908 △ 11.2 6,699 13.4 6,884 2.8 5,696 △ 17.3

化 学 23,891 3.4 22,815 △ 4.5 26,575 16.5 31,281 17.7 26,042 △ 16.7

金 属 製 品 5,966 △ 16.6 1,789 △ 70.0 3,592 100.8 5,506 53.3 4,788 △ 13.0

一 般 機 械 13,548 40.8 5,074 △ 62.5 4,332 △ 14.6 11,316 161.2 7,184 △ 36.5

電 気 機 械 26,138 6.3 12,375 △ 52.7 18,988 53.4 35,472 86.8 761 △ 97.9

輸 送 用 機 械 16,419 △ 9.4 14,104 △ 14.1 12,922 △ 8.4 16,707 29.3 20,730 24.1

140,583 0.6 121,200 △ 13.8 156,267 28.9 194,401 24.4 176,303 △ 9.3

建 設 業 26,475 △ 22.2 24,450 △ 7.7 22,096 △ 9.6 23,240 5.2 18,949 △ 18.5

卸 ・ 小 売 業 55,006 △ 3.0 36,608 △ 33.4 52,545 43.5 64,586 22.9 55,852 △ 13.5

不 動 産 業 △ 1,387 * 4,334 * 10,990 153.6 15,730 43.1 19,391 23.3

運 輸 ・ 通 信 業 14,854 △ 15.0 19,549 31.6 19,883 1.7 24,545 23.4 20,579 △ 16.2

電 気 業 7,580 25.2 7,100 △ 6.3 10,154 43.0 10,901 7.4 10,367 △ 4.9

サ ー ビ ス 業 33,772 15.5 26,674 △ 21.0 36,655 37.4 48,621 32.6 44,949 △ 7.6

151,111 △ 4.2 124,481 △ 17.6 153,445 23.3 193,945 26.4 153,337 △ 20.9

35,838 △ 4.7 31,012 △ 13.5 42,240 36.2 50,578 19.7 39,565 △ 21.8

84,798 13.4 57,437 △ 32.3 77,165 34.3 109,678 42.1 84,546 △ 22.9

6,310 △ 17.8 △ 1,287 △120.4 △ 3,617 * 4,459 * 5,022 12.6

(注)　* 印は前年同期計数がマイナスのため算出できなかったものである。

　　　　　　　　年度
区分

12 1311109

全 産 業

資 本 金

製 造 業

非 製 造 業

10 億 円 以 上

1 億 円 ～ 10 億 円

1,000 万 円 ～ 1 億 円

1,000 万 円 未 満

増加率 増加率 増加率 増加率 増加率

330,742 △ 3.9 253,230 △ 23.4 292,699 15.6 376,649 28.7 295,613 △ 21.5

145,037 △ 1.3 97,062 △ 33.1 116,214 19.7 160,097 37.8 102,842 △ 35.8

185,705 △ 5.8 156,168 △ 15.9 176,485 13.0 216,552 22.7 192,771 △ 11.0非 製 造 業

12 13

全 産 業

製 造 業

　　　　　　　年度
区分

9 10 11
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(3) 諸比率（第3表） 

 売上高営業利益率は2.2％（前年度2.6％）で、前年度を下回り、

売上高経常利益率も2.1％（同2.5％）と、前年度を下回った。 

 業種別にみると、売上高営業利益率、売上高経常利益率ともに製

造業では1.1ポイント、非製造業でも0.1ポイント前年度を下回った。 

 

第３表 諸 比 率 の 推 移 

(単位:％) 

9 10 11 12 13 9 10 11 12 13

2.3 1.8 2.1 2.6 2.2 1.9 1.5 1.9 2.5 2.1 

3.5 2.5 2.9 3.8 2.7 3.3 2.3 2.9 3.9 2.8 

食 料 品 2.3 2.9 3.7 3.0 2.9 2.0 2.8 3.6 3.0 3.0 

出 版 ・ 印 刷 3.1 3.3 3.0 3.9 2.9 3.2 3.3 3.4 4.0 2.9 

化 学 6.8 6.6 7.6 8.1 7.1 6.7 6.5 7.7 8.3 7.3 

金 属 製 品 3.0 1.2 1.6 2.0 2.3 2.7 0.9 1.9 2.4 2.4 

一 般 機 械 4.6 2.3 2.1 4.0 2.5 4.4 1.9 1.6 4.0 2.7 

電 気 機 械 3.2 1.5 2.4 3.9 △ 0.1 3.2 1.6 2.3 4.0 0.1 

輸 送 用 機 械 3.4 3.0 2.6 3.1 4.4 3.5 3.1 2.8 3.6 4.4 

1.8 1.6 1.8 2.1 2.0 1.3 1.2 1.6 1.9 1.8 

建 設 業 1.7 1.5 1.4 1.6 1.4 1.7 1.6 1.5 1.6 1.4 

卸 ・ 小 売 業 0.8 0.5 0.7 1.0 0.8 0.9 0.7 1.0 1.2 1.1 

不 動 産 業 6.2 7.0 7.9 8.6 9.7 △ 0.4 1.3 3.4 5.3 6.1 

運 輸 ・ 通 信 業 3.6 3.7 4.2 4.4 3.7 2.1 2.5 2.9 3.2 2.7 

電 気 業 13.4 12.8 13.7 13.5 12.6 4.6 4.4 6.4 6.7 6.5 

サ ー ビ ス 業 2.3 1.9 2.2 2.8 3.0 2.1 1.6 2.2 2.6 2.9 

3.4 3.1 3.6 4.1 3.3 2.7 2.4 3.0 3.7 3.0 

2.0 1.7 2.2 2.4 2.1 1.7 1.5 2.0 2.3 2.0 

1.7 1.2 1.3 1.8 1.6 1.4 1.0 1.4 1.9 1.6 

0.4 △ 0.5 △ 0.8 0.0 0.1 0.5 △ 0.1 △ 0.3 0.5 0.5 

　　　　　　　 年度
区分

売 上 高 営 業 利 益 率 売 上 高 経 常 利 益 率

全 産 業

資 本 金

製 造 業

非 製 造 業

10 億 円 以 上

1 億 円 ～ 10 億 円

1,000万円 ～1 億円

1,000 万 円 未 満
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(４)利益処分（第４表） 

 当期純利益は△4,656億円で、前年度（8兆4,173億円）を8兆8,829

億円下回った。 

 

 

 

 

 

２．付加価値（第５表、第３図） 

 付加価値は256兆8,917億円で、前年度（276兆6,294億円）を19兆7,377

億円下回った（増加率△7.1％）。 

 付加価値の構成比をみると、人件費は1.9ポイント、動産・不動産賃

借料は0.3ポイントそれぞれ前年度を上回ったが、営業純益は1.7ポイ

ント、支払利息・割引料は0.4ポイント、租税公課は0.１ポイントそれ

ぞれ前年度を下回った。 

 また、付加価値率は19.2％で、前年度比0.1ポイントの低下となり、

労働生産性は695万円と前年度（702万円）を7万円下回った。 

第４表 利 益 処 分 の 推 移 

(単位:億円、％) 

 

 

第５表 付 加 価 値 の 構 成  

(単位:億円、％) 

（注）１．付加価値＝人件費＋支払利息・割引料＋動産・不動産賃借料＋租税公課＋営業純益 

   ２．営業純益＝営業利益－支払利息・割引料 

   ３．付加価値率＝
付加価値

売上高
 ×１００ 

   ４．労働生産性＝
付加価値

従業員数
  

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

当 期 純 利 益 82,758 100.0 △ 5,333 *  21,678 100.0 84,173 100.0 △ 4,656 *  

役 員 賞 与 7,488 9.1 7,693 *  6,274 28.9 8,064 9.6 5,650 *  

配 当 金 42,306 51.1 43,810 *  42,206 194.7 48,316 57.4 44,956 *  

内 部 留 保 32,964 39.8 △56,836 *  △26,802 △123.6 27,793 33.0 △55,262 *  

(注)　当期純利益＝経常利益＋特別利益－特別損失－法人税・住民税

9 10 11 12 13　　　　　　　　 年度
区分

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

付 加 価 値 2,756,607 100.0 2,704,127 100.0 2,675,469 100.0 2,766,294 100.0 2,568,917 100.0

人 件 費 2,031,204 73.7 2,033,555 75.2 2,019,617 75.5 2,025,373 73.2 1,928,607 75.1

支 払 利 息 ・ 割 引 料 170,151 6.2 182,101 6.7 144,427 5.4 135,564 4.9 116,524 4.5

動 産・ 不 動 産賃 借料 255,199 9.2 273,979 10.2 249,560 9.3 256,993 9.3 247,182 9.6

租 税 公 課 139,462 5.1 143,363 5.3 113,593 4.3 107,279 3.9 97,515 3.8

営 業 純 益 160,591 5.8 71,129 2.6 148,272 5.5 241,085 8.7 179,089 7.0

付 加 価 値 率

労 働 生 産 性 ( 万 円 )

19.3 19.2

12 13　　　　　　　　 年度
区分

9

695702

10 11

18.8

734

19.6

712

19.4

694
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３．投資の動向  

(1)設備投資（第６表） 

 設備投資額は36兆5,023億円であり、前年度（38兆8,962億円）に

比べ2兆3,939億円（増加率△6.2％）減少した。 

 業種別にみると、製造業は、化学、輸送用機械などが増加したも

のの、電気機械、食料品など多くの業種で減少したことから、製造

業全体では△14.7％ （前年度18.6％）の減少となった。非製造業は、

サービス業、建設業などが増加したものの、運輸・通信業、卸・小

売業など多くの業種で減少したことから、非製造業全体では△1.7％

（同4.0％）となった。 

第６表 設 備 投 資 の 推 移 

(単位:億円、％) 

増加率 増加率 増加率 増加率 増加率

462,763 1.5 393,057 △15.1 358,296 △ 8.8 388,962 8.6 365,023 △ 6.2

154,946 8.0 129,790 △16.2 111,654 △14.0 132,383 18.6 112,915 △14.7

食 料 品 12,385 10.3 10,014 △19.1 12,969 29.5 13,763 6.1 11,383 △17.3

出 版 ・ 印 刷 7,022 4.9 5,817 △17.2 6,403 10.1 5,067 △20.9 4,592 △ 9.4

化 学 18,397 21.8 16,054 △12.7 12,679 △21.0 13,678 7.9 14,779 8.1

金 属 製 品 7,272 △ 6.9 4,896 △32.7 4,841 △ 1.1 4,301 △11.1 5,171 20.2

一 般 機 械 7,848 18.0 7,318 △ 6.8 6,027 △17.6 6,922 14.8 5,732 △17.2

電 気 機 械 33,748 9.2 28,551 △15.4 24,212 △15.2 39,266 62.2 24,058 △38.7

輸 送 用 機 械 20,445 23.7 19,674 △ 3.8 13,938 △29.2 13,524 △ 3.0 14,559 7.7

307,816 △ 1.5 263,266 △14.5 246,642 △ 6.3 256,579 4.0 252,108 △ 1.7

建 設 業 15,653 △35.7 15,962 2.0 14,478 △ 9.3 7,455 △48.5 13,826 85.5

卸 ・ 小 売 業 54,571 7.2 44,053 △19.3 39,283 △10.8 49,550 26.1 44,346 △10.5

不 動 産 業 26,788 51.6 12,240 △54.3 28,608 133.7 16,373 △42.8 14,701 △10.2

運 輸 ・ 通 信 業 57,072 △14.5 62,832 10.1 48,397 △23.0 65,448 35.2 50,989 △22.1

電 気 業 34,168 △ 7.1 29,091 △14.9 27,221 △ 6.4 23,576 △13.4 21,441 △ 9.1

サ ー ビ ス 業 110,942 2.3 92,243 △16.9 81,957 △11.2 87,746 7.1 100,542 14.6

254,295 1.1 230,658 △ 9.3 204,639 △11.3 218,215 6.6 203,808 △ 6.6

68,151 △ 1.1 56,467 △17.1 55,036 △ 2.5 57,875 5.2 48,158 △16.8

111,725 9.2 82,299 △26.3 84,096 2.2 95,138 13.1 94,928 △ 0.2

28,592 △13.9 23,632 △17.3 14,524 △38.5 17,734 22.1 18,129 2.2

(注)　1. 設備投資＝有形固定資産（土地を除く）増加額＋減価償却費

      2. ソフトウェア投資額は含まれていない。

　　　　　　　　 年度
区分

12 1311109

全 産 業

資 本 金

1,000 万 円 ～ 1 億 円

1,000 万 円 未 満

製 造 業

非 製 造 業

10 億 円 以 上

1 億 円 ～ 10 億 円
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9 10 11 12 13

△ 38,358    △108,318    △ 83,653    △ 13,220    △ 58,054    

製 品 ・ 商 品 △ 5,984    △ 59,952    △ 50,713    △ 13,172    △ 24,134    

仕 掛 品 △ 35,278    △ 38,409    △ 29,704    △ 7,690    △ 25,775    

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 2,904    △ 9,958    △ 3,236    7,642    △ 8,146    

16,423    △ 25,367    △ 23,764    6,560    △ 24,694    

石 油 ・ 石 炭 △ 716    △ 1,861    1,889    2,694    △ 931    

一 般 機 械 2,202    △ 3,489    △ 3,023    1,076    △ 1,718    

電 気 機 械 658    △ 6,725    △ 4,854    7,508    △ 12,833    

精 密 機 械 1,299    △ 242    △ 917    1,194    △ 778    

△ 54,781    △ 82,951    △ 59,889    △ 19,780    △ 33,360    

建 設 業 △ 15,952    △ 33,283    △ 20,157    △ 11,195    △ 13,544    

卸 ・ 小 売 業 7,941    △ 21,752    △ 8,417    1,590    △ 12,713    

不 動 産 業 △ 32,946    △ 23,159    △ 28,273    △ 10,375    △ 3,855    

10.0 9.7 8.4 7.8 7.8在 庫 率 ( 全 産 業 )

　　　　　　　　 　　年度
区分

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

(2)在庫投資（第７表） 

 在庫投資額は△5兆8,054億円であり、前年度（△1兆3,220億円）

に比べ4兆4,834億円減少した。 

 業種別にみると、製造業では、電気機械、石油・石炭、一般機械

などが前年度に比べ減少したことから、在庫投資額は△2兆4,694億

円となった。非製造業では、卸・小売業、建設業などが前年度に比

べ減少したことから、在庫投資額は△3兆3,360億円となった。 

 在庫率は7.8％となり、前年度（7.8％）と同水準となった。 

 

 

 

４．資金事情 

(1)資金関連項目の状況（第８表） 

 受取手形・売掛金は前年度に比べ減少（増加率△9.0％）、支払手

形・買掛金も減少（同△12.1％）となった。 

 短期借入金は減少（増加率△0.4％）、長期借入金も減少（同△

4.1％）となった。 

 現金・預金は減少（増加率△7.5％）、有価証券も減少（同△27.7％）

となった。 

 手元流動性は11.1％で前年度比0.5ポイントの低下となった。 

 

第７表 在 庫 投 資 の 推 移 

(単位:億円、％) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１．在庫投資＝調査対象年度中の棚卸資産増加額 

   ２．在庫率＝
棚卸資産(期末)

売上高
 ×１００ 

 

第８表 資 金 関 連 項 目 の 推 移 

(単位:億円、％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）手元流動性＝
(現金・預金＋一時保有の有価証券)期首・期末平均

売 上 高
 ×１００ 

増加率 増加率 増加率 増加率 増加率

受 取 手 形 ・ 売 掛 金 2,416,936 △ 1.8 2,258,862 △ 6.5 2,240,760 △ 0.8 2,375,701 6.0 2,161,631 △ 9.0

支 払 手 形 ・ 買 掛 金 2,050,236 △ 1.7 2,044,939 △ 0.3 1,823,151 △ 10.8 1,990,596 9.2 1,750,047 △ 12.1

短 期 借 入 金 2,434,874 △ 1.9 2,302,191 △ 5.4 2,168,854 △ 5.8 2,007,590 △ 7.4 1,999,991 △ 0.4

長 期 借 入 金 3,215,393 3.4 3,464,663 7.8 3,020,096 △ 12.8 2,845,427 △ 5.8 2,728,934 △ 4.1

現 金 ・ 預 金 1,345,348 3.7 1,334,152 △ 0.8 1,346,567 0.9 1,415,407 5.1 1,309,303 △ 7.5

一時保有の有価証券 345,677 △ 23.8 326,288 △ 5.6 314,468 △ 3.6 192,427 △ 38.8 139,191 △ 27.7

手 元 流 動 性 11.111.611.6 12.1 12.1

12 13　　　　　　　 年度末
区分

11109
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(2)資金調達の状況（第９表） 

 13年度の資金調達は29兆633億円となり、前年度（43兆2,093億円）

を14兆1,460億円下回った。 

 外部資金は、増資が減少し、短期借入金の減少幅が拡大したもの

の、長期借入金、社債の減少幅が縮小したため、調達額の減少幅は

縮小した。 

 内部資金は、留保利益、減価償却ともに減少したため、調達額は

前年度より減少した。 

 

 

 

５．自己資本比率（第10表） 

 自己資本比率は25.2％となり、前年度より0.5ポイント低下した。 

 業種別にみると、製造業、非製造業ともに前年度を下回った。 

第９表 資 金 調 達 の 推 移 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１．増資＝資本金＋資本準備金 

   ２．短期借入金には受取手形割引残高を含む。 

   ３．留保利益＝利益準備金＋その他の剰余金 

   ４．減価償却には特別減価償却を含む。 

 

第10表 自 己 資 本 比 率 の 推 移 

(単位:％) 
 

（注）自己資本比率＝
自己資本

総資本
 ×１００ 

9 10 11 12 13

19.9    19.2    22 .3    25 .7    25 .2    

製 造 業 34.9    36.6    36 .5    38 .5    38 .1    

非 製 造 業 13.5    12.0    16 .0    19 .7    19 .1    

10 億 円 以 上 29.2    29.9    31 .5    32 .8    32 .7    

1 億 円 ～ 10 億 円 15.1    16.9    19 .2    20 .4    22 .1    

1,000 万 円 ～ 1 億 円 12.2    9.4    14 .0    20 .9    18 .6    

1,000 万 円 未 満 10.0    8.9    8 .8    9 .7    8 .0    

　　　　　　　　  年度
区分

全 産 業

資 本 金

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

483,189 100.0 407,744 100.0 377,095 100.0 432,093 100.0 290,633 100.0

62,494 12.9 32,393 7.9 △ 97,943 △ 26.0 △105,163 △ 24.3 △ 67,493 △ 23.2

増 資 22,337 4.6 14,241 3.5 27,629 7.3 44,637 10.3 △ 642 △ 0.2

社 債 434 0.1 36,168 8.8 △ 11,337 △ 3.0 △ 33,974 △ 7.8 △ 22,521 △ 7.7

長 期 借 入 金 △ 7,552 △ 1.6 46,322 11.4 △ 27,143 △ 7.2 △113,093 △ 26.2 △ 36,993 △ 12.7

短 期 借 入 金 47,275 9.8 △ 64,338 △ 15.8 △ 87,092 △ 23.1 △ 2,733 △ 0.6 △ 7,337 △ 2.5

420,695 87.1 375,351 92.1 475,038 126.0 537,256 124.3 358,126 123.2

留 保 利 益 10,156 2.1 △ 40,155 △ 9.8 73,110 19.4 120,667 27.9 △ 48,556 △ 16.7

減 価 償 却 410,539 85.0 415,506 101.9 401,928 106.6 416,589 96.4 406,682 139.9

資 金 調 達

外 部 資 金

内 部 資 金

　　　　　　　　 年度
区分

9 10 11 12 13
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第　１　図　　　売　　　上　　　高
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第　２　図　　　経　　常　　利　　益
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第　３　図　　付　加　価　値　の　構　成
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